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「CSR情報	資料編」は、AGCグループの「企業姿勢をはじめ、事業戦
略・事業活動などを幅広く紹介する「AGCレポート2016」の非財務（サ
ステナビリティ報告）側面を補足するデータブックです。AGCグループ
が開示する非財務データ、およびCSR活動に係る各種方針・推進体制
を紹介しています。
本レポートは、ISO26000の中核主題を軸とした章立てで構成すると

ともに、「CSRホームページ」と連動する見出しを設け、ホームページで
紹介されている活動トピックスや関連情報などへもアクセスしやすいよ
う、編集しました。AGCグループの果たす社会的責任への理解をより
深めていただくために、「CSRホームページ」と合わせてご覧ください。

報告対象範囲
●報告対象期間
2015年度（2015年1月～12月）
一部の情報は2014年度および2016年度の内容を含みます。

●報告対象組織
AGC旭硝子および連結対象の国内外グループ会社204社

●文中の主な表記と報告対象
●AGCグループ/当社グループ
上記の「報告対象組織」と同様

●AGCグループ（日本）
AGC旭硝子を含む国内のグループ会社

●AGC旭硝子/当社
AGC旭硝子（単独）

●アジア/アジアグループ会社
AGCグループ（日本）を除くアジアのグループ会社

発行日
2016年6月（前回発行日	2015年5月）

将来に関する予測・予想・計画について
「CSR情報	資料編」では、編集段階で入手できる最新の情報に基づいて
作成していますが、将来予測などの情報については、事業環境の変化
などにより、結果や事象が予測とは異なる可能性があります。あらかじ
めご了承ください。

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ
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AGCグループは、グループビジョン  で掲げる「私たちの使命」の下、
「より良い地球・社会の実現」に貢献し、社会全体から信頼され、成長・発展を期待される企業となることを目指し、
ここに憲章を定め自律的に行動します。

誠実な活動；高いIntegrityをもって
1.		AGCグループは、優れた品質の製品とサービスを、安全性と環境へ適切に配慮しながら開発、提供し、お客様の満足と信頼を獲得します。
2.		AGCグループは、各国・地域の法令と規制を理解し順守するとともに、国際規範を尊重します。
3.		AGCグループは、適正な取引を行うとともに、公正な競争の原則、ならびに適用される全ての法令や規制に準拠して事業を行います。
4.		AGCグループは、政治、行政、その他の組織及び個人と健全な関係を保ちます。反社会的勢力とは断固として対決します。
5.		AGCグループは、自社の情報・知的財産・資産を適正に管理し保護するとともに、お客様やお取引先様を含む他者の財産権を尊重します。

環境と安全；Environmentを追求して
6.		AGCグループは、環境保全を地球市民として必須の責務として受け止め、持続可能な社会づくりに貢献すべく、自律的に取り組みます。
7.		AGCグループは、環境に配慮した技術革新・新商品開発の推進と、事業活動における環境保全及び保安防災の継続的な推進に取り組みます。
8.		AGCグループは、企業活動に関わる人々に、安全で健康的な職場環境を確保します。

人間尊重；Diversityを共有して
9.		AGCグループは、人権を尊重し、各国・地域の文化や慣習に配慮した経営を行います。
10.		AGCグループは、人々の多様性、人格、個性を尊重し、人種、民族、宗教、国籍、性別、障がい等にこだわらず、
差別のない働きやすい職場づくりを目指します。

11.		AGCグループは、強制労働、児童労働を認めず、人権侵害に加担しません。

社会との調和；Responsibilityを果たし、Reliabilityを得る
12.		AGCグループは、善き企業市民として、その社会と地域に対する責任を果たします。	
13.		AGCグループは、お取引先様と相互に有益で適切な関係を築きます。そして、お取引先様の方々とは、
その準拠する行動原則が、AGCグループの基本姿勢と矛盾しないよう、ともに努めます。

14.		AGCグループは、お客様、地域の方々、株主様、従業員などグループ内外の様々な方々とのコミュニケーションを図り、
その声を常時把握するとともに、企業情報を適切かつ公正に開示します。

AGCグループの経営者は、本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識し、率先垂範の上、AGCグループ内に徹底するとともに、
お取引先様に対しても協力を促します。また、本憲章に沿った意思決定及びその実施がなされるよう、実効ある社内体制を整備します。
本憲章に反するような事態が発生したときには、経営者は自らが問題解決にあたる姿勢を内外に明らかにし、原因究明、再発防止に努め、
適切に是正措置と処分を行います。

AGCグループのCSR

AGCグループ企業行動憲章

CSR関連方針

2007年6月1日制定、2016年3月9日改定

AGCグループは、グループビジョン																										で掲げる「私たちの使命」、「私たちの価値観」、「私たちのスピリット」のもと、社会からの信頼・
期待を獲得し、持続可能な社会づくりに貢献することを目指しています。また、「AGCグループ企業行動憲章」を定めるとともに、社会的責任に関する
国際ガイドライン「ISO26000」を活用しています。

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティAGCグループの
CSR
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CSR委員会（年4回開催）

各カンパニー/SBU

CSRに関わる全体方針や課題の審議

各専門部会

●コンプライアンス委員会
●EHSQマネジメント

議　長： グループCEO
事務局： グループコーポレートCSR室

経営企画部

総務部

法務部

人事部

資材・物流部

AGCグループ
コーポレート

カンパニー/SBU
CSR室

国内外所管グループ会社

支援・指導

AGCグループのステークホルダー

AGCグループ

評価／要求･期待 情報開示

お客様 株主・投資家の
皆様

社会の
皆様

お取引先様 従業員

CSRモニタリング

CSR活動CSR課題の
見直し

重要項目の
目標設定

CSR推進体制 CSRのPDCAサイクル

CSR推進体制
AGCグループは、CSRを推進する社内組織として、2005年にCSR委員会を設置しました。CSR委員会の委員長はグループCEOが務め、事業および

コーポレートの各部門長がグループのCSRに関わる全体方針や課題について審議しています（年4回開催）。CSR委員会での審議結果は、コンプライ
アンス、EHSQ（注1）マネジメントなどの各専門部会を通じてグローバルに共有され、カンパニーやSBU（注2）の各施策に反映されています。

（注1） EHSQ:	Environment（環境）,	occupational	Health	&	Safety（労働安全衛生）and	Quality（品質）の略
（注2） SBU:	Strategic	Business	Unitの略。戦略事業単位

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティAGCグループの
CSR

3 AGCレポート 2016   CSR情報 資料編



ISO26000の項目
中核主題 課題

AGCグループの重要項目

組織統治

人権と労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

意思決定のプロセス及び構造

労働条件及び社会的保護

労働における安全衛生

職場における人材育成及び訓練

汚染の予防

持続可能な資源の利用

気候変動の緩和及び適応

汚職防止

公正な競争

バリューチェーンにおける社会的責任の推進

消費者の安全衛生の保護

組織統治

適正な労働環境

労働安全衛生

人材育成

汚染の予防

持続可能な資源利用

気候変動への対応

汚職防止

独禁法の順守

サプライチェーンにおける社会的責任

製品の安全性

AGCグループとしての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

当面追加の
対応は不要と
判断された項目

仕組みを
構築すべき項目

情報収集を
継続すべき項目

仕組みを構築し、
社会にコミット
すべき項目

この象限に位置づけられる項目を
「AGCグループの重要項目」として

目標・実績を社外に開示

CSR課題マトリクス

CSRにおける重要項目の策定
AGCグループは、CSR活動をステークホルダーの視点で評価し、社会から必要とされる施策を強化していくため、ISO26000を活用した「CSRモニ

タリング」の仕組みを2011年から導入しています。
具体的には、CSR課題を重要性により4象限に分類し、「CSR課題マトリクス」を作成。ステークホルダーとAGCグループ双方にとって重要な「仕組み

を構築し、社会にコミットすべき項目」を重要項目と定め、目標と実績をステークホルダーの皆様にCSRホームページなどを通じて報告しています。

ISO26000に対応するAGCグループの重要項目

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティAGCグループの
CSR
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組織統治は、ISO26000における中核主題の基礎となる項目で、社会的責任の推進において必要不可欠な項目です。各国・地域に
おいて、非財務情報開示の法制化が進められる中、企業が自律的に倫理的な行動を取り、活動の透明性・説明責任を確保することが
強く求められています。
AGCグループでは、企業倫理の実践をすべての活動に入れ込むことが事業を存続させるために必須であると認識しています。

AGCグループは、ISO26000を活用した「CSRモニタリング」の仕組みを導入しています。同モニタリングで設定した「CSR課題マトリクス」において
最も重要と位置づけた各項目、すなわち「仕組みを構築し、社会にコミットすべき項目」については、CSRホームページなどを通じて目標と実績をステー
クホルダーの皆様に報告しています。
この重要性検討はISO26000の「関連行動・期待」に沿って行っており、ISO26000の中核主題「組織統治」の中でAGCグループが選定した「重要項
目」に該当する項目、ならびにその選定理由は以下の通りです。

組織統治

ISO26000の
課題 意思決定のプロセス及び構造

●社会的責任の原則（説明責任）が実践される環境の醸成
●社会的責任の原則（透明性）が実践される環境の醸成
●社会的責任の原則（倫理的な行動）が実践される環境の醸成
●責任の原則（法の支配の尊重）が実践される環境の醸成
●決定者の権限、責任、能力レベルのバランス
●統治プロセスの定期的な確認・評価

ISO26000の
関連行動･期待

重要項目の
選定理由

「組織統治」における重要項目

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ組織統治
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重要項目に関する2015年の活動成果

● 社会的責任の原則（説明責任）が実践さ
れる環境の醸成

● 社会的責任の原則（透明性）が実践され
る環境の醸成

● 社会的責任の原則（倫理的な行動）が実
践される環境の醸成

● 責任の原則（法の支配の尊重）が実践さ
れる環境の醸成

● 決定者の権限、責任、能力レベルのバラ
ンス

●統治プロセスの定期的な確認・評価

社内外とのコミュニケーションの継続
●さまざまなコミュニケーション・ツールを
通じて、事業とCSR活動を一体として推進
するAGCグループの姿勢と取り組みを、
新しい経営方針“AGC plus”とともに、よ
りわかりやすく開示

●ステークホルダーの皆様との対話を通じ
て、社会の要請に対して適切に対応・情報
開示を進めることで、主要なSRIインデッ
クスに継続選定

コンプライアンス浸透の継続
●全従業員へのコンプライアンス教育、e
ラーニングの継続実施

●誓約書の提出対象者（制度上誓約書の提
出が困難な場合は代替施策の対象者）を
さらに拡大

有効な業務監査の実施と
PDCA促進支援
●グローバルで引き続き独禁法順守体制・
機密情報漏洩防止・贈収賄防止の仕組み
づくりについて監査を実施

●テーマ監査として、日本・アジアでは「新商
品・新技術が模範されるリスク」、欧州では
「業務委託に伴うリスク」への取り組みに
ついて監査を実施

●ステークホルダーの皆様に対して、AGC
レポート2015を通じて、経営方針“AGC 
plus”の特集を含め、グループ横断的な視
点で、事業やCSR活動を分かりやすく紹介

●国内省エネ製品のみならず、東南アジアで
高まるビルの省エネ化ニーズへ対応したタ
イでの省エネ製品の生産能力増強などの
積極的なプレスリリースを通じて、AGCグ
ループの環境分野への貢献を広くアピール

●FTSE4Good	Global	 Indexへの新規
選定をはじめ、Ethibel、MSCI、MS-SRI
（モーニングスター）など主要なSRIイン
デックスに継続選定

●地域ごとにコンプライアンス教育を実施
【実績（注1）】

●eラーニング教育：約11,500名（日本）、
約4,100名（欧米）

●集合形式教育：約350名（日本）、
約1,400名（欧米）

●誓約書の提出対象者は、グループ全従業
員の約8割

●内部監査を52件実施し、グローバル共通
の監査項目として、独禁法順守・機密情報
漏洩防止・贈収賄防止の仕組みを監査

●地域ごとにテーマ監査を実施
【実績】
●日本・アジア：「新商品・新技術が模倣され
るリスクへの取組み」を監査（日本国内8
組織・拠点）

●欧州：「業務委託に伴うリスクへの取り組
み」を監査（4ヶ国6組織・拠点）

A A A

（注1） 日本・アジア、欧州、北米においてコンプライアンス委員会事務局が直接実施した教育のみで、グループ各社が実施している教育は含まない

P 2015年
目標

D 2015年
活動実績

C 自己評価

A2016年
目標

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
課題 意思決定のプロセス及び構造

社内外とのコミュニケーションの継続
●さまざまなコミュニケーション・ツールを
通じて、事業とCSR活動を一体として推進
するAGCグループの姿勢・取り組みと、新
たに長期グループ戦略「2025年のありた
い姿」を織り込んだ経営方針“AGC plus”
を、より分かりやすく紹介

●株主との対話を充実させるため、投資家
説明会や株主総会を通じて、社長執行役
員などが経営方針、業績状況、主要課題の
取り組み状況を開示・説明

●株主との対話により把握した株主の意見を、
マネジメントおよび社内関連部署と共有

●ステークホルダーの皆様との対話を通じ
て、社会の要請に対して適切に対応・情報
開示を進めることで、主要なSRIインデッ
クスに継続選定

コンプライアンス浸透の継続
●コンプライアンス教育、eラーニングを継
続実施

●誓約書の提出を継続
●意識調査の拡大と定期実施を継続

有効な業務監査の実施と
PDCA促進支援
●独禁法順守・機密情報漏洩防止・贈収賄
防止・データの信憑性の確保（追加）をグ
ローバル共通の重点監査項目として監査
を実施

●テーマ監査として、日本・アジア、欧州で、
「問題・不祥事発覚時の情報伝達・協議
ルートの整備・運用状況（含む内部通報
制度の機能状況）」（共通テーマ）につい
て監査

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ組織統治
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経
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監
視
機
能

経
営
執
行
機
能

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

機
能

事
業
執
行

機
能

相
互
に
連
携

株主総会

会計監査人

グループコーポレート

指名委員会5名
（うち社外取締役3名）

報酬委員会5名
（うち社外取締役3名）

取締役会7名

会長

経営会議

カンパニー／SBU（戦略事業単位）（注1）

（うち社外取締役3名）

社長執行役員 CEO
常務執行役員 CTO
常務執行役員 CFO

CSR委員会

監査部

コンプライアンス委員会

フェアトレード委員会

情報管理協議会

安全保障輸出管理本部

監査役会4名
（うち社外監査役3名）

執行役員

年度 出席率

2013 99%

2014 99%

2015 95%

年度 出席率

2014 100%

2015 100%

（注1）	カンパニーは売上高が概ね2,000億円を超え、グローバルに事業を展開する事業単位と位置づけており、現在、「ガラス」「電子」「化学品」の3つのカンパニーを設置。それ以下の
規模の事業単位はSBU（戦略事業単位：ストラテジックビジネスユニット）として位置づけています

危機発生時のレポートライン

部門長

部門または
地域の管理者

事業拠点長

各部門

グループCEO

必要に応じ
グループ対策
本部を設置

AGCグループ コーポレート

リスク所管部門

通常のレポートライン
危機管理のレポートライン

決定

総務部
事故・災害

総務部および人事部
テロ、暴動、新型インフル等感染症

グループゼネラルカウンセル
訴訟等

情報システム部
情報セキュリティインシデント

グローバル
コンプライアンスリーダー

コンプライアンス違反

経営企画部
その他の要因または複合要因

危機報告の
判断

危機の発生

「人命及び安全の確保」「二次災害の防止」「地域貢献・地域と
の共生」「事業の継続」の４つを自然災害が発生したときの基
本的な考え方とする。

ＡＧＣグループは、以下の考え方を基にして、平常時から大規
模な自然災害リスクに備えた対策を計画・実施し、災害発生時
には人命及び安全の確保を最優先とした上で、被害の拡大防
止、地域への貢献、重要な事業の継続を図っていく。

ＡＧＣグループの企業活動に関わるすべての人 （々従業員と
その家族、お客様、お取引先、そして地域社会の人々）の生命
及び安全の確保を最優先とする。
自然災害による被害の拡大を防止するとともに、周辺地域の
安全確保の観点から二次災害の防止に努める。
平常時から地域社会との共生に努め、災害による被害が発
生した時には、地域社会との協調を図り貢献活動を行う。
重要な事業を継続・早期復旧することによって、社会に対す
る責任を果たし、企業価値の毀損を最小化する。

全取締役の取締役会への出席率 全監査役の監査役会への出席率

コーポレート・ガバナンス　http://www.agc.com/csr/integrity/governance.html

コーポレート・ガバナンス体制の概要 2016年3月30日現在

AGCグループ自然災害対策基本方針 2011年3月1日制定

リスクマネジメント　http://www.agc.com/csr/integrity/riskmng.html

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ組織統治
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欧州
監査部門

欧州・ブラジル・中東グループ会社

日本・アジア
監査部門

日本・アジアグループ会社

北米
監査部門

北米グループ会社

監査結果の報告など
評価、方針・計画策定、
教育など
モニタリング、
改善の助言など

取締役会
グループCEO、監査役

内部監査グローバルリーダー

リージョナルリーダー（欧州）リージョナルリーダー（日本・アジア） リージョナルリーダー（北米）

報告ルート
モニタリング

取締役会

グループCEO
（法令遵守担当役員）

グローバル
コンプライアンスリーダー

（AGC旭硝子 担当執行役員）

欧州
グループ会社

日本・アジア
グループ会社

北米
グループ会社

カンパニー/SBU（注1）

欧州
コンプライアンス

委員会

日本・アジア
コンプライアンス

委員会

北米
コンプライアンス

委員会

年度
eラーニング教育受講者 集合形式教育受講者（注１）

日本 欧米 日本 欧米

2015 約11,500名 約4,100名 約350名 約1,400名

年度 件数

2015 約300件

1.	コンプライアンスの基盤
2.	公正な取引と独占禁止法の遵守
3.	労働安全衛生・保安防災
4.	環境
5.	個人の尊重

（注1）日本・アジア、欧州、北米においてコンプライアンス委員会事務局が直接実施し
た教育のみ。グループ各社が実施している教育は含みません

	10.	利益相反
	11.	接待・贈答
	12.	政治家・公務員等との関係
	13.	輸出入管理

（注1）	戦略事業単位（ストラテジックビジネスユニット）

6.	製品およびサービスの品質と安全性
7.	報告と記録
8.	インサイダー取引
9.	会社および他者の資産と機密情報

内部監査　http://www.agc.com/csr/integrity/audit.html

内部監査推進体制図

コンプライアンス　http://www.agc.com/csr/integrity/compliance.html

AGCグループ行動基準 グローバル共通基準の項目 

グローバルコンプライアンス体制図 コンプライアンス教育実績

ヘルプラインの相談件数（AGCグループ）

AGCグループの
CSR
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労働者にとって身体的・精神的に安全で健全な環境・条件を整えることが企業に求められています。
AGCグループは、労働災害リスクが比較的高い職場を持つことを自覚しており、経営方針“AGC plus”において「安全」を事業活
動の前提に据え、従業員にとって安全で健全に働ける職場環境とすることを重要視しています。

労働者の安全と健康に配慮した労働条件を整備し、労働条件・労働者保護に関する法規制などを順守することが企業に求められ
ています。
AGCグループは、約30の国・地域で操業しており、現地の労働関連法規を順守し、働きがいと誇りを持てる職場作りを推進するこ
とが、事業活動において重要であると認識しています。

ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

労働条件及び社会的保護

労働における安全衛生

職場における人材育成及び訓練

●労働条件と国内法規制・国際労働基準との整合性の確認
●労働者保護に関する国内規定の遵守
●法令、労働協約等で設定された労働時間の遵守

●安全衛生職場環境に関する方針の制定、実施、維持
●安全衛生管理の原則（除去、置換、技術管理、運営管理、作業手順、保護具等）の理解、適用
●組織活動に伴う安全衛生リスクの分析・管理

●あらゆる労働者に対する技能開発、訓練、実習への参加機会の付与
●あらゆる労働者に対するキャリアアップの機会の付与

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

「人権と労働慣行」における重要項目

AGCグループは、ISO26000を活用した「CSRモニタリング」の仕組みを導入しています。同モニタリングで設定した「CSR課題マトリクス」において
最も重要と位置づけた各項目、すなわち「仕組みを構築し、社会にコミットすべき項目」については、CSRホームページなどを通じて目標と実績をステー
クホルダーの皆様に報告しています。
この重要性検討はISO26000の「関連行動・期待」に沿って行っており、ISO26000の中核主題「人権と労働慣行」の中でAGCグループが選定した

「重要項目」に該当する項目、ならびにその選定理由は以下の通りです。

労働者が能力・技術を磨くことで成長し、各人が目指す経済的・社会的・文化的生活水準の維持・向上を可能にするための機会を提
供することが企業に求められています。
AGCグループは、事業成長の原動力は「人財」と考えており、従業員の成長を支援する仕組み作りが重要であると認識しています。

人権と労働慣行

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

AGCグループの
CSR
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A
B
B

B

重要項目に関する2015年の活動成果

● 労働条件と国内法規制・国際労働
基準との整合性の確認

● 労働者保護に関する国内規定の
遵守

● 法令、労働協約等で設定された労
働時間の遵守

●安全衛生職場環境に関する方針の制定、実施、維持
● 安全衛生管理の原則（除去、置換、技術管理、運営管理、作

業手順、保護具等）の理解、適用
●組織活動に伴う安全衛生リスクの分析・管理

● あらゆる労働者に対する技能開
発、訓練、実習への参加機会の
付与

● あらゆる労働者に対するキャリ
アアップの機会の付与

働きがいと誇りを持てる職場
作りの推進
●各職場で設定したES向上活動の
アクションプランを継続実施

●「認知と賞賛の風土醸成」「ベスト
プラクティスの共有」に資する形
で表彰制度運営を改善・継続

グローバルな安全管理活動の推進
●重大事故災害撲滅プロジェクトで決定した施策を、各国・地
域で現場レベルまで浸透

●過去の労働災害などをベースに作成した安全教育カリキュラ
ムを、各拠点での現場教育に展開

●安全強化活動を再開し、日常的安全衛生活動（注1）の活性化
やリスクアセスメントのレベルを向上

機械安全の推進、定着
●生産設備導入時の事前安全審査制度をアジアで継続拡大

従業員教育・研修制度の整備
●スキルマップの対象を拡大
●事業構造変化などで従業員が他
場所に異動する際、従業員のス
ムーズな対応・活躍が可能とな
るマルチスキルの向上を目的と
した研修を検討

●マインド側面（動機づけ、人心掌
握など）の強化を目的とした階
層別・職種別教育の展開

●各職場においてES向上活動を
実施。特徴的な事例については、
CSRウェブで紹介

●「AGCグループCEO表彰2015」
を開催し、119件を表彰。北米や
ブラジルで初の金賞案件が出る
など、着実に表彰制度がグルー
プ横断的に広がり、活動もレベル
アップ

●グループ全体の死亡災害2件（ビジネスパートナーを含む）
●同プロジェクトで進めてきた災害防止活動成果の浸透をグ
ローバルで推進したが、施策の不徹底により未然防止でき
なかった災害も発生。アジア拠点での事前安全審査に参画
可能なローカル人材を育成するべく、タイ、中国などの管
理者に対し、日本で集中教育を実施

●安全活動を進める中核要員を育成し、カンパニーを横断す
る最新情報やベストプラクティスを共有することで、各職場
での安全教育やリスクアセスメント活動を活発化

●生産設備導入時の事前安全審査制度はアジア拠点で定着
しつつあるが、拠点間でリスク管理レベルに差がみられる

●部門横断的ネットワーク活動（注2）

を、海外（中国、タイ）に展開
●マルチスキルの向上を目的と
した研修は、各部門のニーズと
研修内容にギャップがありペン
ディング

●マインド側面を強化する内容
（自分の仕事の意味･お客様と
のつながり､AGCが存在する価
値などの本質を考える）を取り
入れ、新任役職者研修、課長研
修などの役職者研修を実施

働きがいと誇りを持てる職場
作りの推進
●ES調査を2016年に行い、調査結
果も踏まえながら、引き続きES向
上活動を展開

●「認知と賞賛の風土醸成」「ベスト
プラクティスの共有」に資する形
で表彰制度運営を改善・継続

グローバルな安全管理活動の推進
●各部門と一体となって、重大事故災害撲滅プロジェクトで
決定した施策を一層浸透

●安全強化活動を継続し、日常的安全衛生活動の推進とリス
クアセスメントのレベルを向上

機械安全の推進、定着
●アジア拠点を中心に機械安全教育を一層推進

従業員教育・研修制度の整備
●若手、女性、中高年が、生きがい
を持って、能力を存分に発揮し、
活躍できるよう、人事制度とリン
クさせながら、効果的な研修を
検討・実施

●組織改正の成果として、より良い
教育体系を創り上げるため、旧
各組織の研修体系を整合・統合

（注1） 5S（整理、整頓、清潔、清掃、躾）、危険予知、ヒヤリハット、安全パトロールなどの従来から行っている安全衛生活動
（注2） スキルマップ制度に基づく活動の1つで、共通スキルを持ちながら、組織が異なるために日常業務で接点のなかった従業員同士が情報交換から共同研究までさまざまなレベルで

活動するもの
（注3） B評価の理由：グローバルで死亡災害が2件発生したため
（注4） B評価の理由：拠点間でリスク管理レベルに差がみられるため
（注5） B評価の理由：マルチスキルの向上を目的とした研修がペンディングとなったため

P 2015年
目標

D 2015年
活動実績

C 自己評価

A2016年
目標

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
課題

労働条件及び
社会的保護 労働における安全衛生 職場における

人材育成及び訓練

（注4）
（注5）

（注3）

AGCグループの
CSR
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AGCグループは、真のグローバル企業として発展し続けるために、私たちが目指す人材マネジメントのあるべき姿を
“7 Key Principles for People”として定め、追求していきます。

 の実践
AGCグループは、全従業員にAGCグループビジョンである	 	の4つの価値観及び行動原則を共有し実践することを求めます。

多様な人材による組織力の強化
AGCグループは、グループビジョン	 	の主旨に共感し、
会社の競争力強化のために必要な能力を持つ多様な人材で、私たちのチームを組織します。

成長機会の提供
AGCグループは、自ら学び、向上しようと努力する従業員を尊重し、成長のための機会を提供します。

従業員の働きがいと誇りの追求
AGCグループは、目標の達成に向けて職務に取り組む従業員が、働きがい・誇りを持って活動できる企業グループを目指します。

安心して働ける職場環境の維持
AGCグループは、従業員が日々安心して活き活きと働ける職場環境を維持します。

自由闊達な組織風土の醸成
AGCグループは、職場での自由闊達なコミュニケーションの機会を大切にし、より良い組織風土づくりに努めます。

貢献に応じた評価と処遇
AGCグループは、従業員の会社への貢献を透明なプロセスで公正に評価し、その貢献に応じた適切な処遇を行います。

入社年度 2013年
入社数 96名
在籍数（注1） 89名
定着率 92.7%

人数
退職者数 184名

区分・コース 男性 女性 合計 女性の比率
役職者 1,900名 106名 2,006名 5.3%

一般社員

総合職 663名 141名 804名 17.5%
技能職 2,602名 66名 2,668名 2.5%
事務職 19名 476名 495名 96.2%
小計 3,284名 683名 3,967名 17.2%

合計 5,184名 789名 5,973名 13.2%

（注1）	2016年4月現在

（注）	定年退職者を除く

男性 女性 全体
平均年齢 42歳 40歳 42歳
平均勤続年数 18年 13年 17年
平均時間外労働時間 19.2時間/月（組合員平均）
有給休暇取得率 90.5%（組合員平均）

日本・アジア
30,561名
（60.1%）

米州
4,138名
（8.1%）

欧州
16,153名
（31.8%）

合計
50,852名

年度 労働組合員数（注1） 平均年齢 平均勤続年数
2011 4,215名 38.1歳 15年6カ月
2012 4,245名 37.4歳 14年6カ月
2013 4,121名 37.8歳 14年8カ月
2014 3,955名 38.9歳 15年11カ月
2015 3,815名 39.6歳 16年10カ月

（注1）	AGC旭硝子では、労働協約においてユニオン・ショップ制をとっています

AGCグループの人材マネジメント　http://www.agc.com/csr/employee/principle.html

AGCグループ “7 Key Principles for People”

雇用関連データ（AGC旭硝子）
2015年12月末現在

退職者数（AGC旭硝子）新入社員定着状況（AGC旭硝子）
対象期間：2015年4月～2016年3月

地域別従業員数（AGCグループ） 社員数（AGC旭硝子） 2015年12月末現在（ただし出向社員を除く）
2015年12月末現在

労働組合データ（AGC旭硝子）

人権の尊重　http://www.agc.com/csr/employee/human_rights.html

AGCグループの
CSR
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専門職・事務職
22.0%

管理職  19.7%

技能職
52.1%

役員  4.3%無回答  1.9%

欧州  24.0%
日本  36.4%

米州  9.3%

アジア  30.3%

国/地域別 従業員階層別

調査
対象者数 回答者数 回答率

第1回
（2005年7月） 9,247名 8,435名 91%

第2回
（2007年11月）40,100名 31,126名 78%

第3回
（2010年11月）39,055名 31,729名 81%

第4回
（2013年11月）40,321名 33,214名 82%

表彰名 表彰件数 表彰名 表彰件数

　　　　　　　　　  表彰 1件 業務改善表彰 15件

優秀品質改善工場賞 8件 技術・技能の強化伝承表彰 7件

優秀コスト改善工場賞 8件 優秀安全成績事業所賞 4件

新ビジネス・新市場開拓賞 14件 環境貢献賞 4件

優秀ビジネスサポートシステム賞 25件 Diversity表彰 5件

発明考案・業績表彰 28件 Integrity表彰 0件

合計　119件

年度 表彰件数

2013 138件

2014 127件

2015 119件
社員の取り組み意欲
1.	戦略・方向性
2.	リーダーシップ
3.	品質・顧客志向

4.	個人の尊重
5.	成長の機会
6.	報酬

社員を活かす環境
1.	業績管理
2.	権限・裁量
3.	リソース

4.	協力体制
5.	業務効率性

年度 育児休業取得人数 介護休業取得人数

2011 63名（注1）（短期育児休暇3名を含む） 1名

2012 82名（注2）（短期育児休暇2名を含む） 4名（短期介護休暇2名を含む）

2013 75名（注3）（短期育児休暇2名を含む） 0名

2014 96名（注4）（短期育児休暇2名を含む） 1名

2015 99名（注5）（短期育児休暇7名を含む） 1名

（注1）	男性8名　（注2）	男性5名　（注3）	男性4名　（注4）	男性2名　（注5）	男性12名

50

75

100
（%）

（年度）2012

AGC旭硝子 全産業（従業員1,000名以上）

91.4

2011

55.3 56.5 54.6

88.9

2013

88.4

55.6

2014

90.0

52.2

2015

90.5

0

20

15

10

5

（時間／月）
19.8 19.7

（年度）20122011 2013

19.0 18.8

2014

19.2

2015（注）	役職者を除く　（注）	全産業のデータは「厚生労働省	就労条件総合調査」による

従業員満足の向上　http://www.agc.com/csr/employee/es.html

従業員満足（ES）調査の回答状況
（AGCグループ）

ES調査における地域別・従業員階層別の回答者内訳（第4回）

ES調査における質問項目

2015年のAGCグループ表彰一覧と各表彰件数

表彰件数総数（AGCグループ）

ワークライフバランスの確保　http://www.agc.com/csr/employee/wlb.html

育児・介護休業取得状況（AGC旭硝子）

年次有給休暇平均取得率の推移（AGC旭硝子） 時間外労働時間の推移（AGC旭硝子）

AGCグループの
CSR
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年度 60歳以降
在職選択者数 60歳到達者数 60歳以降

在職率
2015 90名 118名 76.3%年度 女性比率

2011 20.9%
2012 22.9%
2013 30.0%
2014 20.8%
2015 9.8%

年度 女性比率
2011 4.4%
2012 4.8%
2013 4.9%
2014 5.1%
2015 5.2%

年度 女性比率
2014 2.4%
2015 2.9%

活動年度 日本への留学生 海外大の卒業生
2013 6名 1名
2014 2名 1名
2015 2名 0名

年度 継続再雇用者数 定年退職者数 継続再雇用率
2011 73名 132名 55.3%
2012 82名 122名 67.2%
2013 109名 159名 68.6%
2014 90名 106名 84.9%

60歳到達年度 定年年齢
2016年 62歳
2017年 63歳2018年
2019年 64歳2020年
2021年 65歳

年度 障がい者数（実数） 雇用率
2011 104名 1.94%
2012 107名 2.00%
2013 110名 2.07%
2014 110名 2.10%
2015 110名 2.15%

利用年度 利用人数
2013 27,481名
2014 23,218名
2015 23,550名

利用年度 年間研修費用
2013 1億8,600万円
2014 1億448万円
2015 9,831万円

利用年度 年間研修時間（時間/人）
2013 9.0時間（注3）

2014 6.6時間（注3）

2015 7.9時間（注3）

（注）	2015年度より定年年齢を段階的に引き上げています（2015年度60歳到達者の
定年年齢は62歳）

（注1）	AGCグループ全体で集計している管理職の定義と異なるため、女性比率の単純
な比較はできません

（注）	北米を除く日本・アジア、欧州、南米のデータ。全管理職ポジションの95%をカバー

（注）	研修のウェブ化や各研修の効率化・短期化などにより、年間研修時間は減少傾向と
なっています

（注1）	本研修時間は、AGCモノづくり研修センターで実施した、技術・技能教育、階層教
育等を集計しているため、各部門独自の教育、ならびに社外教育の時間は含まれ
ません

（注）	利用人数・研修時間が減少傾向であることや、研修内容の見直し・効率化による研
修費用の削減などにより年間研修費用は減少傾向となっています

（注1）	AGCモノづくり研修センターで実施した、技術・技能教育、階層別教育や自己開
発支援金などの集計。各部門独自の教育等は含まれません

（注）	研修のウェブ化や各研修の効率化・短期化などにより、研修センターの利用人数は
減少傾向となっています

総合職の新卒採用における女性比率（AGC旭硝子）

管理職の女性比率（AGCグループ）

総合職の新卒採用における外国人採用活動実績（AGC旭硝子）

60歳以降の継続雇用者数の推移（AGC旭硝子）

＜参考＞60歳到達時期による定年年齢（2021年まで）（AGC旭硝子）

障がい者雇用率（AGC旭硝子）

従業員教育　http://www.agc.com/csr/employee/education.html

AGCモノづくり研修センターの利用人数

研修費用（注1）（AGCグループ 日本）

従業員一人当たりの年間研修時間（注1）（AGCグループ 日本）

ダイバーシティ（多様性）推進　http://www.agc.com/csr/employee/diversity.html

役職者の女性比率の推移（注1）（AGC旭硝子）

AGCグループの
CSR
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AGCグループ CEO

各カンパニー/SBU（注1）

プレジデント

総務部長

環境･安全・品質室

●方針、中期・年間計画の策定
●重大な災害情報の横展開
●教育・内部監査の実施　など
●労働災害の報告
●内部監査結果への
対応等の報告　など

AGCグループ コーポレート

各拠点・グループ会社
部門長

製造/開発部門など

各カンパニー/SBU
安全衛生担当部門

各事業部門

安全衛生担当部門

所在地など 第三者認証拠点数

AGC旭硝子 2

国内グループ会社 5

アジアグループ会社 13

欧州グループ会社 55

北米グループ会社 0

合計 75

基本方針
AGCグループは、「安全なくして生産なし」という安全衛生のポリシーの下に、各階層の管理者が自らの安全衛生に対する考え方を明確にし、 
これを働く部下全員に浸透・共有化させ、一人ひとりが安全衛生活動を推進することを目指します。

労働安全衛生行動指針
私たちは、すべての労働災害・職業性疾病に着目し、安全衛生パフォーマンスの継続的改善を図るために、 
以下の行動指針に基づき、労働安全衛生活動を積極的に展開します。

1.		仕組みとしてのOHSMSを活かすために、リスクアセスメントのレベルアップを図ります。
2.		従来型安全活動をマンネリ化させずに継続して実施します。
3.		管理者は部下を家族と思って守り、職場の安全を実現します。	
設備の本質安全化、作業環境の継続的改善を図ります。

4.		安全衛生活動はラインの生産活動の一部と認識して実施します。	
安全衛生担当部署はライン管理を適切にサポートします。

5.		安全衛生に関する法令、その他要求事項を順守します。
6.		全員で参加し、形式ではなく本音で安全衛生活動を実行します。

AGCグループは、グループビジョン  を合言葉に「世界に価値を創造し続ける」ため、
AGCグループの従業員に対する健康管理ポリシーを次のとおり制定する。

健康に関する認識
AGCグループにとって「従業員」は最も重要な資産の一つであり、従業員にとって「健康」は生活の基盤として最も重要な要素の一つである。

会社の支援
AGCグループは、従業員の心身の健康保持増進に向けた施策を積極的に行い、従業員が個々の能力を十分発揮して 
会社発展の原動力となるとともに、各従業員の生活が充実したものとなるよう支援する。

従業員の自律
健康の保持増進には従業員の健康に対する意識が不可欠であり、従業員は「自らの健康は自ら守る」意識を持ち、自律した健康管理を行う。

（注）		本ポリシーはAGC旭硝子から浸透を図り、将来的には国内外のグループ会社へ展開する予定です

（注1）	戦略事業単位(ストラテジックビジネスユニット)

労働安全衛生　http://www.agc.com/csr/employee/safety.html

2015年12月末現在

AGCグループ労働安全衛生基本方針 2001年2月9日制定、2013年3月29日改定

健康管理ポリシー

労働安全衛生管理体制 OHSMS第三者認証取得拠点数

2007年3月1日制定

AGCグループの
CSR
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（年度）20122011

全製造業 日本化学工業協会会員企業 AGC旭硝子

2013

0.10

1.05

0.35

1.00 0.94

0.38 0.41 0.34

2014

0.23
2015

0.20

1.06

0.33 0.34

0.29

種別
日本

アジア 合計
うち主要拠点（注1）

死亡 0（0）件 0（0）件 2（0）件 2（0）件

休業 15（10）件 8（5）件 9（10）件 24（20）件

不休業 13（16）件 7（9）件 8（6）件 21（22）件

微傷 — 31（26）件 — 31（26）件

合計 59（52）件 46（40）件 19（16）件 78（68）件

（注）	休業災害の判定区分が、日本・アジアと欧州、北米では異なっているため、件数の単純な比較はできません
（注）	欧州は、2013年より新たにAGCグループに加わった拠点が集計対象となり、休業災害が増加しています

（注）	（　）内は2014年の労働災害発生件数　（注1）	AGC旭硝子および一部国内グループ会社

2014年 2015年

全製造業 0.09 —

日本化学工業協会会員企業 0.120 0.007

AGC旭硝子 0.005 0.024

労働災害発生件数の推移
（AGCグループ：ビジネスパートナーを含む）

日本 アジア

欧州 北米

休業災害度数率の推移（AGC旭硝子：ビジネスパートナーを含む）

2015年の労働災害発生件数（AGCグループ 日本・アジア：ビジネスパートナーを含む）

労働安全衛生　http://www.agc.com/csr/employee/safety.html

休業災害強度率の推移（AGC旭硝子：ビジネスパートナーを含む）

AGCグループの
CSR
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ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

汚染の予防

持続可能な資源の利用

気候変動の緩和及び適応

●決定・活動が環境に及ぼす影響の特定
●活動に関連する汚染源・廃棄物の特定
●重大な汚染源及び汚染の軽減、水消費量、廃棄物生成、エネルギー消費量の測定、記録、報告
●汚染防止及び廃棄物防止の対策実施、並びにやむを得ない汚染及び廃棄物の適切な管理
●環境的事故の予防プログラム及び労働者、当局、地域コミュニティ等を含めた緊急対策の準備

●エネルギー源、水源及びその他資源供給源の特定
●エネルギー、水及びその他資源の顕著な使用に関する測定、記録、報告
●エネルギー、水及びその他資源の使用削減のための対策の実施

●直接的/間接的ＧＨＧ排出源の特定及び自らの責任範囲の決定
●国際的に合意された基準を極力用いた、顕著なＧＨＧ排出の測定、記録、報告
●影響力が及ぶ範囲における直接的/間接的ＧＨＧ排出削減対策の実施、促進
●エネルギー効率の高い物品購買、製品開発等による省エネルギーの実現

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

「環境」における重要項目

AGCグループは、ISO26000を活用した「CSRモニタリング」の仕組みを導入しています。同モニタリングで設定した「CSR課題マトリクス」において
最も重要と位置づけた各項目、すなわち「仕組みを構築し、社会にコミットすべき項目」については、CSRホームページなどを通じて目標と実績をステー
クホルダーの皆様に報告しています。
この重要性検討はISO26000の「関連行動・期待」に沿って行っており、ISO26000の中核主題「環境」の中でAGCグループが選定した「重要項目」に
該当する項目、ならびにその選定理由は以下の通りです。

企業活動に伴う環境負荷や廃棄物などの問題は、地球や周辺地域の環境に対してさまざまな影響を与えており、汚染の予防・環境
負荷の低減が社会から求められています。
汚染の予防や環境負荷低減に努めることは、製造業の責務であると認識しています。

世界経済の発展に伴い、エネルギーや水、産出地域が限定されるレアメタルなどを中心にグローバルで資源調達リスクが顕在化
しています。
AGCグループは、比較的大量の資源・エネルギーを使用する業態であり、レアメタルなども使用しているため、その調達や使用削
減は重要であると認識しています。

企業に対して気候変動問題への対応や温室効果ガス排出量の公表が求められるようになるなど、気候変動問題に対して社会から
企業への要求・期待が高まっています。
AGCグループは比較的大量の資源・エネルギーを使用する業態であり、GHG排出削減・省エネルギーの実現が責務であると認識
しています。

環 境

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

AGCグループの
CSR
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重要項目に関する2015年の活動成果

●決定・活動が環境に及ぼす影響の特定
●活動に関連する汚染源・廃棄物の特定
● 重大な汚染源及び汚染の軽減、水消費量、

廃棄物生成、エネルギー消費量の測定、記
録、報告

●汚染防止及び廃棄物防止の対策実施、並びに
やむを得ない汚染及び廃棄物の適切な管理

● 環境的事故の予防プログラム及び労働者、
当局、地域コミュニティ等を含めた緊急対策
の準備

● エネルギー源、水源及びその他資
源供給源の特定

● エネルギー、水及びその他資源の
顕著な使用に関する測定、記録、
報告

● エネルギー、水及びその他資源の
使用削減のための対策の実施

● 直接的/間接的ＧＨＧ排出源の特定及び自ら
の責任範囲の決定

● 国際的に合意された基準を極力用いた、顕著
なＧＨＧ排出の測定、記録、報告

● 影響力が及ぶ範囲における直接的/間接的Ｇ
ＨＧ排出削減対策の実施、促進

● エネルギー効率の高い物品購買、製品開発
等による省エネルギーの実現

リスクの低減と予防処置の推進
● ISO14001-2015年改訂を受け、リスク評
価、保安防災、化学物質対応などをより進化

グローバルでゼロエミッションの推進
●2020年に廃棄物総発生量を原単位（注1）で
削減するとともに、グループ全体でのゼロエ
ミッション（注2）達成に向け、廃棄物削減の取り
組みを推進

持続可能な資源利用の推進
●2020年にガラスカレット利用（ガ
ラス溶解工程発生品を除く）によ
り17.5万トンのCO2排出量を削
減（注3）するために、ガラス原材料と
してカレットの利用を促進

●水関連の中長期目標を設定

環境・エネルギー問題への事業活動を
通じた貢献
●温室効果ガスの「AGC環境指標」1.3以下に
向けた活動を推進

●2015年に日本・欧州・米州における主要オ
フィスの単位面積当たりエネルギー使用量を
2011年比25%削減に向けた施策を展開

●2020年にAGCグループにおける年間CO2
排出量の6倍を、省エネ・創エネ製品で削減す
ることを目指し、同製品の開発・供給を推進

●ISO14001-2015年改訂に対応する統合
EMSのマニュアル改訂を優先して実施

●リスク評価、保安防災、化学物質対応などの
手順の見直しを推進

●グローバルのリサイクル率96.8%（2014年
96.7%）

●ガラスカレットの利用（ガラス溶解
工程発生品を除く）によるCO2排
出量削減は2年連続で2020年の
目標値（17.5万t）を達成

●AGCグループの水関連のリスクを
評価・特定

●リージョン、国別に節水に関する中
長期目標を設定

●温室効果ガスの「AGC環境指標」は2.0
（2014年度は1.8）
●日本・欧州・米州における主要オフィスの単
位面積当たりエネルギー使用量を基準年
（2011年）比で30%削減
●JCM（二国間クレジット）などを活用して、省エ
ネ・創エネ製品を途上国においてアピール

A
B （注5）

B （注4）

B （注6）

リスクの低減と予防処置の推進
●ISO14001-2015年版対応に付随して、より
有効なリスク評価、保安防災、化学物質対応
などの手順を環境影響評価へ織り込む

グローバルでゼロエミッションの推進
●2020年に廃棄物総発生量を原単位で削減
するとともに、グループ全体でのゼロエミッ
ション達成に向け、廃棄物削減の取り組みを
継続推進

持続可能な資源利用の推進
●2020年に再生資源利用率10%

環境・エネルギー問題への事業活動を
通じた貢献
●温室効果ガスの「AGC環境指標」1.3以下に
向けた活動を推進

●2020年にガラスカレット利用（ガラス溶解工
程発生品を除く）により17.5万tのCO2排出
量を削減するために、ガラス原材料としてカ
レットの利用を促進

●省エネルギー・GHG削減施策の着実な進展
と省エネ・創エネ製品の開発・供給を促進

（注1） 資源投入量当たりの廃棄物発生量
（注2） 廃棄物のうち99％以上リサイクルすることをゼロエミッションと定義
（注3） カレットを使用すると、ケイ砂などの天然原料よりも少ないエネルギーで溶解可能であり、原料に含まれる炭酸ガス成分の排出がなくなることから、製造工程のCO2排出抑制に

つながる
（注4） B評価の理由：リスク評価、保安防災、化学物質対応などの見直しが予定より遅れているため
（注5） B評価の理由：グローバルのリサイクル率がほぼ昨年と同じであるため
（注6） B評価の理由：「AGC環境指標」が2014年より増加したため

P 2015年
目標

D 2015年
活動実績

C 自己評価

A2016年
目標

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
課題 汚染の予防 持続可能な資源の利用 気候変動の緩和及び適応

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ環境
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基本方針
AGCグループは、比較的大量の資源・エネルギーを使用するグループであるとの自覚のもと、グループビジョン  の 
価値観の一つに「エンバイロンメント【環境】」を定めています。

私たちは、限りある資源・エネルギーを有効に使い、気候変動並びに生物多様性をも含む自然環境への影響に配慮し、 
素材･部材のグローバル優良企業として、持続可能な社会づくりに貢献していきます。

スローガン
善き地球市民として、一人一人が、環境活動に貢献しよう。

環境行動指針
AGCグループは、事業活動全体に渡って、以下の行動指針に基づき、 環境活動に取り組みます。

1.	統合環境マネジメントシステムに基づく、継続的な改善に努めます。
2.	環境に関する各種法令・条例・協定等に基づく規制・基準を順守します。
3.	環境負荷低減並びに汚染の予防に取り組みます。
	 特に、省資源、地球温暖化対策、廃棄物の削減・リサイクル、及び化学物質の適正な管理に関して
	 AGCグループでの目標を設定し、達成に努めまた向上を目指します。
4.	環境影響を考慮した製品・技術・サービス･設備の開発と社会への提供に努めます。
5.	環境活動全般について、社会の正しい理解を得られるように積極的なコミュニケーションに努めます。

本“AGCグループ環境基本方針”は、公開します。

米州グループ会社1社
欧州グループ会社1社

代表取締役社長執行役員（経営層）
統合EMR（注1） ガラスカンパニー

電子カンパニー AGC旭硝子5拠点

化学品カンパニー

アジアグループ会社2社
国内グループ会社8社
AGC旭硝子4拠点

先進機能ガラス事業本部
アジアグループ会社4社

AGCセラミックス（株）

アジアグループ会社2社
国内グループ会社1社
国内1拠点

コーポレート
国内グループ会社4社
AGC旭硝子3拠点

米州グループ会社12拠点
欧州グループ会社9拠点
アジアグループ会社10社
国内グループ会社6社
AGC旭硝子4拠点

アジアグループ会社8社
国内グループ会社6社

AGC旭硝子3拠点

所在地など 拠点数
認証拠点数

（うち統合EMS認証
拠点数）

AGC旭硝子 12 11（11）

国内
グループ会社 95 71（69）

アジア
グループ会社 35 33（30）

欧州
グループ会社 105 53（9）

米州
グループ会社 24 13（11）

合計 271 181（130）

（注）	非製造拠点では、国内外の131拠点で統合EMS
を含むISO14001の認証を受けています

（注）	事業部門が複数にわたる工場・関係
会社については、事業部門ごとに拠
点数・会社数を記載しています

（注）	統合EMSの構築組織は、1つの外部
審査機関により、同一の審査基準で
審査を受け、ISO14001の単一認
証を受けています（2015年12月現
在、一部拠点で外部審査機関による
審査実施中で、上記推進体制での
認証取得を進めています）

（注1）	統合環境管理責任者	
（Environmental	Management	
Representativeの略）

環境マネジメント　http://www.agc.com/csr/env/act/mng.html

AGCグループ環境基本方針 2001年2月9日制定、2008年6月25日改定

統合環境マネジメントシステム（統合EMS）推進体制図 製造拠点における
ISO14001認証取得状況

2015年12月末時点

2015年3月末時点

AGCグループの
CSR
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世界（日本）のGDP
AGCグループ（AGC旭硝子）の売上高

AGC環境指標
世界（日本）における環境負荷総量

AGCグループ（AGC旭硝子）の環境負荷量

経済寄与

環境負荷割合

1.5

2.0

1.0

0.5

0
（年度）2011 2012

1.6

2013 2014

1.8

1.4

2015

2.0

1.5

温室効果ガス

3.0

2.0

4.0

1.0

0
（年度）20122007 2013 2014 2015

2.0

2.5 2.5 2.4 2.8

0.5
0.5 0.6

0.9 0.8 1.0 0.7 0.7

1.7
1.6 1.61.5

1.7 1.7 1.6 1.7
1.6

0.3
0.0 0.0 0.0 0.0

3.3 3.2
3.0

3.2

2.4

1.3 0.9
1.2

1.2

総エネルギー量 温室効果ガス COD ばいじん
CO2 廃棄物最終処分量 NOx SOx

（注）	現在は2007年実績値を基準にして改善を図っています

物流 使用 廃棄

INPUT

総エネルギー投入量
35PJ（注1）

水資源投入量
32百万m3

燃料使用量：13PJ
電力使用量：2,280千MWhなど

購入原材料
1.8百万t ケイ砂、ソーダ灰、塩、蛍石、塩化カリウム

などの天然資源系原材料

OUTPUT

OUTPUT

水
総排水量： 23百万m3

大気
温室効果ガス： 2,090千t

化学物質
化学物質排出・移動量：1,107t（注2）

SOx： 510t
NOx： 2,080 t
ばいじん： 25t

COD： 717t

廃棄物
総発生量：159千t

製品 売上高：4,958億円

廃棄物
（社内リサイクル）

冷却水
（循環）

カレット（ガラス屑）
使用済みフロン類
（リサイクル）気中溶解技術

全電気溶融など

リサイクル：159千t
リサイクル率
99.9%

最終処分量：318t

うちCO2： 2,010千t

開発 製造

ディスプレイ用
ガラス

板ガラス 自動車用
ガラス

電子部材 化学品 その他

（注）	四捨五入の関係上、合計数値が合わない場合があります
（注）	各種環境データの詳細は、ホームページ内の環境ページならびに「CSR情報	資料編」（本PDF）をご参照ください
（注1）	PJ（ペタジュール）＝1015J（ジュール）
（注2）	2014年のPRTR法集計数値

AGC環境指標の算出方法

環境負荷/環境会計　http://www.agc.com/csr/env/act/co2.html

AGC環境指標推移（AGCグループ） AGC環境指標推移（AGC旭硝子）

マテリアルバランス（AGC旭硝子）

AGCグループの
CSR
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（千t-CO2）

米州グループ会社
国内グループ会社 AGC旭硝子

欧州グループ会社 アジアグループ会社

0

10
27

69

6
38

150

690

2,230

4,600

330
2,210

10,100
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2,450

4,510

221
2,020

12
30

64
4
37

9,860

147
11
27

65

7
37

147

662
2,140

4,410

417
2,240

9,870

13
32

65

6
35

150

754

2,450

4,350

373
2,120

10,000

13
28

57
6
35

139

800

2,260

3,840

431
2,090

9,420

（年度）2011 2012 2013 2014 2015

Input 2014年 2015年

電力使用量（千MWh） 8,230 7,900

燃料使用量（PJ） 77 68

Output 2014年 2015年

GHG排出量：スコープ1 
（千t-CO2） 5,320 4,930

GHG排出量：スコープ2 
（千t-CO2） 4,670 4,430

CO2排出量：スコープ1＋2
（千t-CO2） 9,900 9,360

（注）	四捨五入の関係上、AGCグループの数値は各地域の合計値と必ずしも一致しません

総エネルギー投入量
139PJ 燃料使用量 68PJ

電力使用量 7,900千MWh

温室効果ガス排出量
スコープ1＋2（注1）  9,360千t-CO2

スコープ1 4,930千t-CO2

スコープ2 4,430千t-CO2

OUT
PUT

OUT
PUT

IN
PUT

温室効果ガス排出量
スコープ3（注2）  7,090千t-CO2

うち CO2排出量 4,820千t-CO2
 CO2以外の温室効果ガス 110千t-CO2

調達 製造 販売・物流 使用 廃棄

（注1）	AGCグループの温室効果ガス排出量として開示しているデータ（下図など）は、一部スコープ3のデータを含
むため、スコープ1＋2の値と異なっています

（注2）	2014年の値

項目 環境負荷変化量（注2） 単純対前年変化率 売上高補正後変化率（注3）

総エネルギー投入量 −11PJ −7% −7%
CO2排出量 −650千t −7% −7%
温室効果ガス排出量 −630千tCO2 −6% −6%
廃棄物最終処分量 0千t 0% 0%
COD排出量 380ｔ 16% 16%
SOx排出量 510t 6% 6%
NOx排出量 −3,000t −11% −12%
ばいじん排出量 328t 53% 54%

（注1）	変化量・変化率：数値がプラスの場合は前年からの環境負荷の増加を、マイナスの場合は減少を表しています
（注2）	環境負荷変化量＝2015年物質量－2014年物質量
（注3）	売上高補正後変化率＝単純対前年変化率/売上高前年比	

AGCグループの売上高前年比＝（2015年売上高）/（2014年売上高）＝13,263/13,483＝0.98

（注）	環境保全コスト算出プロセスにおける一部データ
は、AGC旭硝子における実績をもとに推計

投資額 費用額

2014年 10,020 45,590

2015年 15,854 41,529

総エネルギー投入量推移（左）・温室効果ガス排出量推移（右）（AGCグループ）

気候変動への対応　http://www.agc.com/csr/env/act/gas.html

生産工程におけるエネルギー関連データ
の推移（AGCグループ）

2015年のエネルギー関連マテリアルバランス（AGCグループ）

環境保全コスト（AGCグループ）

環境負荷/環境会計　http://www.agc.com/csr/env/act/co2.html

環境保全効果（AGCグループ）（注1）
（百万円）

AGCグループの
CSR
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（千t-CO2） CO2以外の温室効果ガス

年度 スコープ3

2013 6,910千t-CO2

2014 7,090千t-CO2

（注）	日本・欧州・米州の主要オフィスが対象

（注）スコープ3算定を行っているカテゴリ（項目）は、購入物品・サービス、資本財、スコー
プ1、２に含まれない燃料・エネルギー関連活動、上流の輸送・流通、事業から発生する
廃棄物、出張、従業員の通勤、販売した製品の使用、販売した製品の廃棄処理、投資

（千t-CO2）
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3,000

4,000

2,000

1,000

15,000

14,000

11,026

3,127

（年度）

74

20121995

CO2以外の温室効果ガス CO2

2,140

69

2013

2,170

68

2014

2,050

75

2015

2,030

気候変動への対応　http://www.agc.com/csr/env/act/gas.html

オフィスにおける単位面積あたりのエネルギー使用削減CO2以外の温室効果ガス排出量推移（AGCグループ）

スコープ3の温室効果ガス排出量（AGCグループ）

温室効果ガス排出量推移（AGC旭硝子）

AGCグループの
CSR
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（注1）	対象期間：4月～3月

AGC旭硝子 国内グループ会社
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2015年
361百万m3

海域
333百万m3（92.2%）

海域を除く公共水域
5百万m3（1.4%）

公共下水
23百万m3（6.4%）

海水
302百万m3（78.9%）

その他淡水
46百万m3（12.0%）

工業用水
35百万m3（9.1%）

2015年
383百万m3

PRTR法届出対象物質の排出・移動量推移（AGCグループ 日本）

化学物質の適正管理　http://www.agc.com/csr/env/act/chemical.html

揮発性有機化合物（VOC）排出量
（AGCグループ日本）

総排水量推移（AGC旭硝子）

水資源の有効活用と汚染防止　http://www.agc.com/csr/env/act/water.html

COD排出量推移（AGCグループ）

総取水量推移（AGC旭硝子）

総排水量（AGCグループ）

総取水量（AGCグループ）

AGCグループの
CSR
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（注1） 火災集計の範囲：公設消防および消火器1本で
消火したものも含めた、消火活動を要する全て
の火災

（注2）	2013年より、グローバルデータの収集を開始。
一部の欧州グループ会社は集計対象外

（注） ガラス溶解工程発生品を除く
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年度 AGCグループ AGC旭硝子

2014 178千t-CO2 41千t-CO2

2015 205千t-CO2 38千t-CO2

2020（目標） 175千t-CO2 60千t-CO2

0

30,000

20,000

10,000

40,000
（t）

30,900
31,000

（年度）2011 2012

33,700

2013

26,500

2014

23,500

2015
0

10,000

5,000

15,000
（t）

12,600
11,400

2011 2012

8,880

2013

8,630

2014

9,140

2015（年度）
0

1,000

500

1,500
（t）

960

1,440

（年度）2011 2012

990

2013

618

2014

946

2015

保安防災　http://www.agc.com/csr/env/security.html

火災（注1）の件数推移AGCグループ保安防災基本方針

AGCグループは、 の追求に向け、「保安防災活動に積極的に貢献す
る事は、地域社会で事業を展開する、責任ある信頼される企業としての基本的責務である」
という理念の下に、以下の保安防災管理活動を展開します。

1.	国及び地域の保安防災に関する法令、条例、協定、基準等を遵守します。
2.	保安防災に関する事故・災害を防止するための保安防災管理活動を展開し、
継続的な改善に努めます。

3. 地域社会をはじめとする利害関係者とのコミュニケーションに努めます。

2003年2月7日制定、2008年3月28日改定

廃棄物最終処分量およびリサイクル率推移

ガラスカレット利用によるCO2排出削減量（注）

持続可能な資源利用　http://www.agc.com/csr/env/act/waste.html

廃棄物総発生量（AGCグループ）

汚染の防止　http://www.agc.com/csr/env/act/pollution.html

NOx排出量推移（AGCグループ）SOx排出量推移（AGCグループ） ばいじん排出量推移（AGCグループ）

AGCグループの
CSR
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ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

ISO26000の
課題

汚職防止

公正な競争

バリューチェーンにおける社会的責任の推進

●汚職のリスク認識及び汚職を防止するための方針・対策の実施、維持
●トップによる汚職防止に関する方針実施の表明、奨励、監督
●汚職及び防止策に関する従業員、代表、請負業者、供給業者の意識向上
●汚職防止の効果的システムの確立・維持
●違反情報の報告及びフォローアップの仕組みの採用
●バリューチェーンへの汚職防止慣行導入の促進

●競争法規に則った活動及び関係当局への協力
●反競争的行為への関与を防止する手続きの制定
●競争法の遵守及び公正な競争の重要性に関する従業員への教育

●購入、流通、契約に関する方針への、倫理的基準、社会的基準、環境的基準、男女の平等に関する基準の導入及び安全衛生の統合
●相手方組織への適切なデューディリジェンス及び監視の実施

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
関連行動･期待

「公正な事業慣行」における重要項目

AGCグループは、ISO26000を活用した「CSRモニタリング」の仕組みを導入しています。同モニタリングで設定した「CSR課題マトリクス」において
最も重要と位置づけた各項目、すなわち「仕組みを構築し、社会にコミットすべき項目」については、CSRホームページなどを通じて目標と実績をステー
クホルダーの皆様に報告しています。
この重要性検討はISO26000の「関連行動・期待」に沿って行っており、ISO26000の中核主題「公正な事業慣行」の中でAGCグループが選定した

「重要項目」に該当する項目、ならびにその選定理由は以下の通りです。

国連グローバル・コンパクトの10原則の1つに「腐敗防止」が掲げられるなか、欧米では汚職防止関連法令の強化、新興国では汚職
の摘発が進んでおり、汚職防止に対する社会の要求が高まっています。
AGCグループは、約30の国・地域で操業しており、またグローバルにビジネスを行っているため、汚職は大きなリスクであると認識
しています。

独占禁止法（独禁法）は、近年新興国を含め多くの国で規制が強化され、執行も厳格になっており、独禁法順守が強く求められています。
AGCグループは、その事業の特性（寡占業界、高シェア）や、過去に関係当局から課徴金納付命令などを受けたことがあることなど
から、独禁法違反を事業活動に対する重要リスクの1つと認識しています。

企業活動のサプライチェーンがグローバルに拡大している中、サプライチェーン全体で法令の順守等が求められています。
人権・労働慣行・環境などさまざまな社会的課題の解決のためには、サプライチェーン全体で活動を進める必要があると認識して
います。

公正な事業慣行

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

重要項目の
選定理由

AGCグループの
CSR
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重要項目に関する2015年の活動成果

● 汚職のリスク認識及び汚職を防止するた
めの方針・対策の実施、維持

●トップによる汚職防止に関する方針実施
の表明、奨励、監督

● 汚職及び防止策に関する従業員、代表、請
負業者、供給業者の意識向上

●汚職防止の効果的システムの確立・維持
● 違反情報の報告及びフォローアップの仕

組みの採用
● バリューチェーンへの汚職防止慣行導入

の促進

●競争法規に則った活動及び関係当局への
協力

● 反競争的行為への関与を防止する手続
きの制定

● 競争法の遵守及び公正な競争の重要性
に関する従業員への教育

● 購入、流通、契約に関する方針への、倫理
的基準、社会的基準、環境的基準、男女の
平等に関する基準の導入及び安全衛生
の統合

● 相手方組織への適切なデューディリジェ
ンス及び監視の実施

汚職防止に関する教育・監査の強化
●汚職防止に関する教育・啓発を実施
●グローバルで引き続き、重点監査項目の
1つとして贈収賄防止体制を監査

独禁法コンプライアンス教育・監査の
一層の強化

サプライチェーンにおける
社会的責任の推進
●「AGCグループ購買取引基本方針」の周
知、対応状況の把握を継続するとともに、
その対応状況を確認する手法を検討

●社外専門家によるグローバル体制の短期
診断を実施し、グローバルな贈賄防止規
程と贈賄防止ガイドライン＜中国版＞の
制定に着手

●AGC旭硝子の経営層、部門長に対し、有
識者による汚職防止に関する講演会を
実施

●グローバル共通の監査項目の1つとして、
贈収賄防止の仕組みについて監査

●日ア、欧州では約630名に対面教育を実
施、北米では約900名に独禁法に関する
e-learningを実施

●グローバル共通の監査項目の1つとして、
独禁法順守の仕組みについて監査

●「AGCレポート2015」をお取引先様239
社に対して送付し、「AGCグループ購買取
引基本方針」を周知

●「CSR実施状況把握調査」をアジアの一部
のグループ会社に展開

●一部のお取引先様に対する製品品質監査
の中で、アンケート調査の回答内容に関
する実地調査を実施

汚職防止に関する教育・監査の強化
●「AGCグループ贈賄防止規程」と「贈賄防
止ガイドライン＜中国版＞」を制定し、運用
を開始

●グローバル共通重点監査項目の1つとし
て、贈収賄防止の仕組みについて監査

独禁法コンプライアンス教育・監査の
一層の強化
●グローバル共通重点監査項目の1つとし
て、独禁法順守の仕組みについて監査

サプライチェーンにおける
社会的責任の推進

P 2015年
目標

D 2015年
活動実績

C 自己評価

A2016年
目標

ISO26000の
関連行動･期待

ISO26000の
課題 汚職防止 公正な競争 バリューチェーンにおける

社会的責任の推進

AA A

AGCグループの
CSR
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定期報告

法務支援・改善要請

取締役会

AGCグループ CEO カンパニー/SBU（注1）

グループ ゼネラルカウンセル
（AGC旭硝子 法務部長）

欧州
ゼネラルカウンセル

欧州グループ会社

（欧州事業会社 法務部長）

ブラジル
（ブラジル事業会社

法務課長）

日本・アジア
ゼネラルカウンセル

日本・アジアグループ会社

（AGC旭硝子 法務部長）

グローバル法務会議
メンバー

北米
ゼネラルカウンセル

北米グループ会社

（北米事業会社 法務部長）

重要争訟情報は発生の都度報告

進捗を毎月報告

年度 AGC旭硝子 国内グループ会社 アジアグループ会社 欧州グループ会社 北米グループ会社
2013 約6,500名 約4,500名 約4,700名 約2,500名 約700名
2014 約6,400名 約4,600名 約4,800名 約5,000名 約1,400名
2015 約6,100名 約4,300名 約5,300名 約2,500名 約500名

年度 独占禁止法
教育受講者

独占禁止法
順守監査

2015 約1,500名 52拠点
（グループ会社・部門）

（注1） 戦略事業単位（ストラテジックビジネスユニット）

サプライチェーン　http://www.agc.com/csr/fair/business_partner.html

AGCグループ購買取引基本方針

AGCグループは、グループビジョン  の価値観を追求し、また、【AGCグループ企業行動憲章】に基づいて、 
以下の購買取引基本方針のもと、調達活動を行います。

1. 購買の基本方針
1. オープン&公正取引
購買活動は、常に革新的な技術、製品、サービスを求め、グローバルに
オープン&公正・公平に実施します。

2. 関連法令の順守と環境への配慮
購買活動を実行するにあたり、各国の法令と規制を順守するとともに、
安全性と環境への適切な配慮を行います。

3. お取引先様とのパートナーシップ
お取引先様とは、長期的な視点で、共により良い製品作りを目指す良
きパートナーとして、相互に繁栄を図る取引関係の確立を目指します。
そのために、お取引先様との緊密なコミュニケーションを重視し、より
強い信頼関係を築くように努力いたします。

4. お取引先様の機密情報・知的財産・資産等の適正管理
購買活動を実行するにあたり、お取引先様の機密情報・知的財産・資産
等を適正に管理し、保護いたします。

2. お取引先様の選定方針
お取引先様の評価・選定の基本方針は以下のとおりです。
1.	経営状態が健全であり、安定供給力と生産変動への柔軟な対応力が
あること。

2.	提供される資材・サービスの品質・価格・納期・技術サービスのレベル
が適正であること。

3. お取引先様へのお願い
AGCグループは、『より良い地球・社会の実現』に貢献し、社会全体から信
頼され、成長・発展を期待される企業となることを目指しております。
CSR（企業の社会的責任）は、基本的には個々の企業がそれぞれ自主的に
取り組むべきものですが、AGCグループとしてCSRを遂行していくため
には、サプライチェーンを構成するお取引先様におけるCSR推進が不可
欠であり、お取引先様と共に、AGCグループの取り組みを進めて参りたい
と考えておりますので、ご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

AGCグループの取り組みのうち、お取引先様にも関係の深い事項は以下
のとおりです。
1.	各国の法令を順守し、公正取引、安全・環境へ配慮した良質の製品・
サービスの提供を重視していること。

2.	情報管理、知的財産管理が適正であること。
3.	強制労働、児童労働を認めず、人権侵害に加担しないこと。
4.	環境保全及び保安防災に取り組んでいること。
5.	安全で健康的な職場環境を確保していること。

2009年制定

公正な取引　http://www.agc.com/csr/fair/fair_trading.html

財産権の尊重　http://www.agc.com/csr/fair/property_right.html

グローバル法務管理体制 独占禁止法違反防止の諸施策
（AGCグループ）

情報セキュリティ自己点検実施者数（AGCグループ）

AGCグループの
CSR
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ISO26000の
課題 消費者の安全衛生の保護

●通常及び当然予見される使用条件下で、人、財産、環境にとって安全な製品の提供
●安全衛生に関する法規、規格等の妥当性評価（必要であれば最低限の要求事項を超えた対応）
●製品開発における有害物質の排除及びやむをえず含有する場合の表示
●新たな物質、技術、生産方法の導入における人体への危険性の評価及び情報公開
●安全性に関する重要な情報の図記号を使用した消費者への伝達
●消費者への適切な使用方法の指示及び使用に伴う危険性の警告

ISO26000の
関連行動･期待

「消費者課題」における重要項目

AGCグループは、ISO26000を活用した「CSRモニタリング」の仕組みを導入しています。同モニタリングで設定した「CSR課題マトリクス」において
最も重要と位置づけた各項目、すなわち「仕組みを構築し、社会にコミットすべき項目」については、CSRホームページなどを通じて目標と実績をステー
クホルダーの皆様に報告しています。
この重要性検討はISO26000の「関連行動・期待」に沿って行っており、ISO26000の中核主題「消費者課題」の中でAGCグループが選定した「重要
項目」に該当する項目、ならびにその選定理由は以下の通りです。

近年、安全に対する社会の意識がさらに高まっており、消費者の製品安全に対する要求水準が高まっています。
素材メーカーであるAGCグループとしても、自社製品の製品安全について確実な取り組みを進めていくことが、事業活動にお
いて重要であると認識しています。

消費者課題

重要項目の
選定理由

製品安全に関するリスクマネジメント能力の向上
●製品品質に関するリスクマネジメント能力を向上
●事業への影響度の高い問題に対する予防処置を実施

●事業部門ごとに注力すべき製品・プロセスを特定し、事業内容に合わせたテーマ設定を行い、管理レベルを向上
●国内事業向けに「消費生活用製品安全法に関する実施基準」に基づき管理状況の自己点検を実施し、管理レベルを向上
●FMEAやリスクアセスメントを活用し、設計審査制度の有効性を高めた予防処置活動や製品安全教育を実施
●日本における重大な製品事故の発生件数は1件（製品起因か否かが特定できていない事故として受付）

製品安全に関するリスクマネジメント能力の向上
●製品品質に関するリスクマネジメント能力を向上
●事業業績への寄与度から考えた影響に加え、レピュテーションリスクの影響も考慮した予防処置を実践

P 2015年
目標

C 自己評価

D2015年
活動実績

A2016年
目標

A

重要項目に関する2015年の活動成果

AGCグループの
CSR
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AGCグループCEO

各カンパニー/SBU（注1）長

総務部長（CQMR（注2））

環境･安全･品質室

●モニタリング
●支援など
●品質事故報告
●製品法的要求事項
リストなど

AGCグループ コーポレート

ビジネスユニット・グループ会社部門長

製造/開発部門

各カンパニー/SBU
DQMR（注3）

品質担当部門

品質担当部門

所在地 認証組織数

日本 34

アジア 28

欧州 67

北米 13

合計 142

基本方針
AGCグループは、  の価値観の一つである「イノベーション＆オペレーショナルエクセレンス」を追求し、 
お客様が期待する価値を創造し続けます。

品質行動指針
私たちは、「CSの視点を日々の仕事に入れ込む」を仕事の基本とし、以下の行動指針に基づき、 
お客様をはじめとするステークホルダーから信頼を得られるよう行動します。

1.		法令・規制およびお客様の要求事項に適合した製品およびサービスを提供します。
2.		製品およびサービスの安全性と環境への適切な配慮を含んだ品質を確保し、向上させます。
3.		全員が参加して品質マネジメントの有効性と効率を継続的に改善し、一人一人の仕事の価値の向上に努めます。
4.		以上を確実なものにするために、方針・目標を定め、PDCAを回します。

（注）	認証組織内のAGCグループ従業員カバー率
86.2％

（注1）	自動車部品のグローバル調達基準を満たす自
動車業界向けの品質マネジメントシステム規格

（注1）	2011年度は東日本大震災のためQC検定の開催が1回のみとなったため、合格者数が少なくなっています

（注1）	戦略事業単位（ストラテジックビジネスユニット）
（注2）	CQMR（Corporate	Quality	Management	Representative：コーポレート品質管理責任者）
（注3）	DQMR（Division	Quality	Management	Representative：部門品質管理責任者）

4級1級 2級 3級

0

80

60

40

120
（名）

2011（注1）
2

2
18

40

2012
7

2
214

78

2013

16

24

57

2014

17

16

59

2015
11

11

61

（年度）

年度 件数

2011 0件

2012 1件

2013 1件

2014 0件

2015 1件

品質保証　http://www.agc.com/csr/consumer/qms.html

AGCグループ品質基本方針

品質管理体制 ISO9001および
ISO/TS16949（注1） 認証取得状況

2015年12月末現在

2004年9月8日制定、2013年3月29日改定

QC検定合格者数の推移（AGCグループ 日本）重大製品事故報告件数の推移 
（AGCグループ 日本）

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティ消費者課題
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重点分野 金額 割合

人づくり 2億4,696万円 56%

地域との共生 1億1,593万円 27%

環境 4,946万円 11%

その他 2,493万円 6%

用途目的 金額 割合

寄付、現物寄付 2億2,355万円 51%

従業員の参加・派遣 9,805万円 22%

自主プログラム 6,883万円 16%

施設開放・見学受入れ 4,685万円 11%

年度 人数

2014 25,586名

2015 21,510名

年度 金額

2012 3億9,500万円

2013 3億9,800万円

2014 5億900万円

2015 4億3,727万円

コミュニティ

社会貢献活動　http://www.agc.com/csr/social/index.html

AGCグループ社会貢献基本方針

2015年の重点分野別支出額（AGCグループ） 2015年の用途目的別支出額（AGCグループ）

社会貢献活動への従業員延べ参加人数（AGCグループ）社会貢献支出額の合計額の推移（AGCグループ）

AGCグループは、「AGCグループ企業行動憲章」において、「善き企業市民として、その社会と地域に対する責任を果たす」ことを 
宣言しています。この理念を実現するため、私たちは、3つの重点分野を中心に、積極的に社会貢献活動を行います。

重点分野
1. 人づくり
	 将来を見据えて価値を創造する私たちは、未来を担う子どもたちが夢に向かって成長できるよう支援します。
2. 地域との共生
	 地域社会の一員である私たちは、その持続的な発展に貢献します。
3. 自然環境への貢献
	 グローバルに事業を行う私たちは、地球規模の環境問題の解決に貢献します。

2010年2月10日制定

AGCグループの
CSR

組織統治 人権と労働慣行 環境 公正な事業慣行 消費者課題 コミュニティコミュニティ
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社会

地球環境

AGC
グループ

お取引先様

お客様

従業員と
その家族

地域社会
株主・投資家の

皆様

行政

NPO・NGO

ステークホルダー

AGCグループにおけるステークホルダーとのコミュニケーション

AGCグループの企業活動は、お客様はもちろん、株主・投資家の皆様、お取引先様、行政、NPO・NGO、地域社会、そして従
業員やその家族など、ステークホルダーの皆様との関わりの中で成り立っています。そこでAGCグループは、ステークホル
ダーの皆様に信頼され期待していただくべく、会社情報を積極的かつ適時・適切に開示するとともに、皆様の声を経営に活か
すさまざまな機会を設定するなど、双方向でのコミュニケーションを進めています。

ミラノサローネ（イタリア）

●プレスリリースによる情報発信
●展示会への出展
●ショールーム「AGC studio」の運営
●「カスタマーセンター」の運営　など

お取引先様との懇談会（日本）

●「満足度調査」の実施
●「お取引先様懇談会」の開催
●ビジネスパートナー会を通じた対話

など

ファクトリーダイアログ（タイ）

●定期的な意見交換
●プロジェクトごとの協働　など

決算説明会（日本）

●「定時株主総会」の開催
●「決算説明会」の開催
●「投資家向け説明会」の開催
●「施設見学会」の実施
●「AGC Review（株主通信）」の発行

など

グループ報「We are AGC!」

●グループ報「We are AGC!」の発行
●「イントラネット」を通じた情報発信
●CEOと直接意見交換する各種機会
●「従業員満足度調査」の実施
●「ヘルプライン」の運営
●労使協議　など

CSR-DIW貢献賞を受賞（タイ）

●経済団体、業界団体を通じての対話
●地域行政との対話・連携
●各種社会貢献活動　など

社会福祉活動（ブラジル）

●工場見学、職業訓練
●従業員の地域活動への参加
●各種社会貢献活動　など

お客様

お取引先様

NPO・NGO

株主・投資家の皆様

従業員とその家族 行政

地域社会
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
17 46 29 6

17

12 50 29 7 3

51 26

2

14

わかりやすさ

内容充実度

デザイン

大変評価できる 評価できない1 ２ 3 4 5

（注） 四捨五入の関係上、各項目の割合の合計は必ずしも100%にはなりません

〒100-8405 東京都千代田区丸の内1-5-1

CSR室
電話：03（3218）5282　FAX：03（3218）7801
e-mail： csr-info@agc.com

http://www.agc.com/csr/

アンケート、ホームページでご意見をいただきました。

AGCレポート2015の感想

AGCグループでは、ホームページを通じて、AGCレポートやCSRホームページに対する
皆様からのご意見やご感想をお寄せいただいています。
2015年10月までに、「AGCレポート2015」「CSRホームページ」に対するご意見を439件いただきました。
皆様のご意見は、CSR活動の改善をはじめAGCレポートや本サイトの制作などに役立てています。




